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能性、後継者争いによる混乱」を予想しているが、平和的な解決への可能性は サーレハの自主的権限委譲によっ かなり高まったと考えて良い。と いえ、国際社会、とりわけ欧米の不必要な介入があればたちまち「破綻国家」に陥る可能性は排除できない。本稿では、筆者がなぜイエメンの先行きに楽観的な立場を取るのか、 ぜ欧米
による「民主化支援」介入を不必要と見るのかについて説明したい。●サーレハの強運　
サーレハは一九七八年にガシュ






二二日成立）の門出はしかし、同年八月に発生したイラクのクウェート侵攻に端を発する湾岸危機の試練を受ける。サダム・フセインとの強い信頼関係を構築していたサーレハは、サウジアラビアなど湾岸諸国からの不興を買い、多くのイエメ 人出稼ぎ労働者が追い返される事態 なり、出稼ぎ送金収入が激減する。他方、統一国家の首都の地位をサナアに奪われた旧南のアデン 人々の不満は日を追って累積し、ついに一九九四年に内戦が勃発する。　
しかし人口比で勝る北の優勢は
















えてもなお、旧南イエメン地域の庶民、特に旧軍人の現政権に対する不満は高まっており、旧南イエメン地域の再分離を主張するデモなどが頻発し じめている。③いわゆる「アラビア半島のアルカーイダ（ＡＱＡＰ） 」を名乗るグループの動静がア リカを中心とした西側メディアの関心を集め、欧米からイエメン政府に対して掃討の圧力がかかっている。しかしＡＱＡＰは元々政府 力の及びにくい内陸部砂漠地帯、山岳地帯に散在しているため掃討作戦は十分な効果を上げていない。　
これ以外にも「アラブの春」が
始まる以前の二〇一〇前半から国会における「野党連合」の政権への圧力も強まっていたし、大学教員連盟のストライキが断続的に続いていて高等教育も混乱していた。さらに、統一二〇周年記念式典を目前に控えた二〇一〇年五月サーレハ大統領の車列が、南部で部族勢力によっ 襲撃される事件もあった。サナア市内 完成した荘厳な「アリ ・アブダッラー・サーレハモスク」 がその偉容を誇っているのとは裏腹に、人心がサーレハ大統領から離れつつあるのは明らかであった。しかしそれでも
なお後継者となるべき人が政府内にも在野にもいないこともまた衆目の一致するところであり、これが二〇一一年を迎えるイエメンの「手詰まり状態」だったのである。●アラブの春という「神風」　
このような手詰まり状態の中
で、神風のように発生したのが二〇一一年チュニジアに始まる「アラブの春」の嵐であった。チュニジアに続いてまさかと思われたムバラク・エジプト大統領が倒れたとき、 イエメンの人々が 「次はサーレハだ」と考えた は当然であった。従来であれば激し 弾圧を覚悟しなければならなかっ デモも、国際世論の注目の中で政府思うような弾圧が出来ないままに膨れあがっていった。　
反政府勢力にとってアラブの春
が追い風で ったことはもちろんだが、筆者はサーレハ自身にとってもこれは「神風」であったと考えている。なぜなら手詰まり状態にあっ サーレハには「退場」の道筋が無かったからである。もちろん息子のアハマドに大統領職を禅譲したいと楽観的に考えた時期もあっただろう 、同様のことをもくろんでいたムバラクが退陣
し、シリアでも不満が高まる中、軍人としての功績も北部部族勢力とのつながりもないアハマドが自分と同じ役割を果たすことが不可能であることは 誰よりもサーレハ自身が理解していたはずである。だとすれば残り 前二代 大統領と同じ「暗殺」という運命が待っている可 性は高い。しか「アラブの春」によって、平和的な退陣という選択肢がにわかに現実的になったのであ 。●退陣の促進要因と抑制要因　
しかしサーレハは四月時点では

















でのデモが常態化し、北部に続いて南部の一部地域（サンジバルなど）でも反政府勢力が町を制圧する事態も頻発し始めた六月三日大統領府内のモスクで金曜礼拝中に何者かによる爆発が起こり、サーレハ大統領、 ムジャワル首相、アリーミ副首相（国防・治安担当）ら政府高官が重傷を負うという事件が発生した。サーレハらはすぐにサウジアラビア 搬送されて手当を受け、不在中の職務は ーディー副大統領に委託された。　
反体制派にとってこれは政権交
代の好機と受け止められ、サ レハ不在の間に一気 野党と副大統領との間 妥協にこぎ着けようとする動きがあった。湾岸諸国 欧

















の観測もあったが「権限 委譲しても大統領職を辞任したわけではない」として二七日に帰国、 「一月の反政府デモ発生以降の政治危機の中で過ちを犯した者すべてに恩赦を与える（六月の大統領府への攻撃に関与した者については例外） 」との「大統領令」を発表し自らの影響力の保持を試み いる。これは一つには息子をはじめとする取り巻きに対する攻撃を牽制し、調停案で約束された「訴追罷免」を確実にするためであ と考えられる。　
また、今回の調停案はあくまで
もＧＣＣ諸国からの に署名したものであって、国内の特定の勢力と直接合意したものではない点が今後の懸念材料である。従ってサーレハがこの を遵守するかどうかは調停者であるＧ Ｃと、 この合意によって間接的に 「訴追罷免」の義務を負った反政府勢力（野党連合）の出方にかかっている。反サーレハ勢力に強力なリーダーシップが不在である以上、当面は野党、部族勢力 集団
的なバランスの中で治安維持と政府機能の正常化を図っていかなければなら い。　
またこの意味で、カルマン女史
らが「訴追免除は違法である」という主張を西側メディアにし続け、これに応えて西側諸国が「民主化支援」の名の下にさ る介入を行うことは、決し イエメンの中期的な安定に つながらない。そもそもアラブ社会における「調停」は第三者に権限を委譲して、それまでの相互の敵対関係を凍結することによって成立するのがルールであり、こ ルールの外からの介入は調停努力を無に帰すからである。また、 「訴追」はある意味で「復讐」であり、これまたアラブの部族規範に照らせば永遠の復讐の連鎖につながる危険性が高い。　「イエメン人のことはイエメン人に任せる」 「調停はアラブ地域内の努力に任せる」 という立場を持って、西側が余計な介入をしないことが、中長期的には最も確実、つ迅速な平和の回復に至 道であることを日本を含む国際社会は強く認識するべきではないだろうか。
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